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令和７年度８０２０運動普及啓発事業 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

  本実施要領は、令和７年度８０２０運動普及啓発事業を委託する事業者を公募型プロポーザル方 

 式により選定するに当たり、その募集手続等必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 委託業務の概要 

 （１）業務名 

    令和７年度８０２０運動普及啓発事業委託業務 

 （２）目的 

    本事業は、県民の歯科疾患予防等、歯・口腔の健康を維持向上させる観点から、地域にお  

   ける８０２０（ハチマル・ニイマル）運動及び「なら歯と口腔の健康づくり計画（第２期）」 

   の目的を達成するために必要な事業を行うとともに、歯科口腔保健事業の円滑な推進体制の整 

   備を行うことを目的とする。 

 （３）委託内容 

    ① 母子歯科保健従事者研修事業 

    ② 学校歯科保健関係者検討会 

    ③ 高齢者障害者入所施設職員歯科口腔保健研修事業 

   ④ 災害時歯科保健研修事業 

   ※ 詳細は、別紙令和７年度８０２０運動普及啓発事業委託業務仕様書（以下「仕様書」とい 

    う。）に記載 

 （４）企画提案書等作成に係る経費 

    企画提案書等の作成及び提出に要した経費は提出者の負担とする。 

 （５）委託料上限額 

    金２，３０２，０００円（消費税及び地方消費税を含む）を限度とする。 

     ※１ 本事業は、国の医療施設運営費等補助金を活用して行うため、委託契約の対象経 

       費は、国の医療施設運営費等補助金交付要綱に対象経費として認められている内容 

       に限る。 

     ※２ 「① 母子歯科保健従事者研修事業」、「② 学校歯科保健関係者検討会」及び 

       「④ 災害時歯科保健研修事業」部分は金１，１００，０００円（消費税及び地方消 

       費税を含む）を委託料の上限とする。 

     ※３ 「③ 高齢者障害者入所施設職員歯科口腔保健研修事業」部分は、金１，２０２， 

       ０００円（消費税及び地方消費税を含む）を委託料の上限とする。 

 （６）契約方法 

    随意契約（地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号） 

     奈良県が企画提案を公募し、その内容を審査した結果、最高得点者を随意契約相手方の候 

     補者とする。（公募型プロポーザル方式） 

 （７）委託期間 

    契約締結日から令和８年３月２３日まで 

 

３ 受託事業者に求める基本条件 

  業務受託事業者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 
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 （１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者でないこと。 

 （２）参加申込書の提出時点において、奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領に 

    よる入札参加資格停止措置を受けていないこと。 

 （３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始申立て（同法附則 

    第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。） 

    に係る同法による改正前の会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号、以下「旧法」という。）第 

    30 条の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなされてい 

    ない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基 

    づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、更生手続開始の申立てをしなか 

    った者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

 （４）平成 12 年３月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）附則第２条の規定による廃 

    止前の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の規定による和議開始の申立てをして 

    いない者であること。 

 （５）平成 12 年４月１日以後に民事再生法第 21 条に規定する再生手続開始の申立てをしていな 

    い者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定 

    を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けたものについては、再生手続開始の申 

    立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

 （６）県税（奈良県内に本店、支店等を有しない法人の場合は本店所在地の法人事業税）、消費税 

    及び地方消費税を滞納していない者であること。 

 （７）法人であること。 

 （８）業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、これら 

    を受けていること。 

 （９）①から⑧までのいずれにも該当しないこと。 

    ① 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、 

     その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者）が暴力団員（暴力団員によ 

     る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第 

          ２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。 

    ② 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経 

     営に実質的に関与していると認められるとき。 

    ③ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加える 

          目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 

    ④ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接 

      的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

    ⑤ ③及び④に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべ 

     き関係を有していると認められるとき。 

    ⑥ 県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以 

     下「下請契約等」という。）に当たって、その相手方が①から⑤のいずれかに該当するこ 

     とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

    ⑦ 下請契約等に当たって、①から⑤までのいずれかに該当する者をその相手方としていた 

     場合（⑥に該当する場合を除く。）において、県が当該下請契約等の解除を求めたにもか 

     かわらず、それに従わなかったとき。 

    ⑧ 県が発注する物品購入等の契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入 

     を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を県に報告せず、又は警察に届け出なかったと 

     き。 

 （１０）公告日から過去５年間以内に、国、地方公共団体又は国若しくは地方公共団体が構成員と 
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     なっている団体（実行委員会等）の歯科口腔保健業務を受託して誠実に履行した実績を有 

     していること。 

 

４ 手続等 

 （１）担当部局 

    〒630-8501 奈良県奈良市登大路町 30 番地 

    奈良県 福祉保険部医療政策局 健康推進課 健康長寿係 

    電話番号 0742-27-8662 

    ファクシミリ 0742-22-5510 

 （２）公募型プロポーザル実施要領の配付 

   ① 配付期間  令和７年８月２８日（木）から令和７年９月１７日（水）まで 

   ② 配布場所  インターネットの「奈良県健康推進課ホームページ」からダウンロード 

 （３）参加申込書（様式１）、類似業務受注実績（様式２）及び添付資料の提出期限、提出先及び 

    提出方法 

   ① 提出期限  令和７年９月１７日（水）午後５時まで 

   ② 提 出 先  （１）の担当部局 

   ③ 提出方法 

       ア 持参又は郵送で、上記提出期限までに必着とする。 

       イ 類似業務受注実績（様式２）については、国、地方公共団体又は国若しくは地方 

        公共団体が構成員となっている団体（実行委員会等）から受託した公告日から過去 

        ５年以内の実績について記載するとともに、当該事業の契約書の写しを添付するこ 

        と。 

       ウ 奈良県内に本店、支店等を有する法人については、奈良県の県税事務所長が発行 

        する県税に滞納のないことの証明書を添付すること。奈良県内に本店、支店等を有 

        しない法人については、本店所在地の都道府県税事務所長が発行する直近事業年度 

       分の法人事業税の納税証明書を添付すること。（いずれも提出日において発行から 

       ３か月以内のもので、写しも可。） 

       エ 所轄税務署長が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書を添付すること。（提 

        出日において発行から３か月以内のもので、写しも可。） 

      審査の結果、「３ 受託事業者に求める基本条件」に定める資格を全て満たしていると 

     認められる事業者については、その旨令和７年９月１９日（金）に通知する。 

      本件は、電子契約も可とします。電子契約を希望される場合は、「電子契約同意書兼メ 

     ールアドレス確認書」を参加申込書と併せて電子メール、郵送又は持参の方法により提出 

     してください。 

 

 （４）企画提案書等の提出期限、提出先及び提出方法 

   ① 提出期限  令和７年９月２２日（月）午後５時まで 

   ② 提 出 先  （１）の担当部局 

   ③ 提出方法  持参又は郵送に限る。 

      郵送の場合は、上記提出期限までに必着とし、担当者に事前に電話連絡の上、書留郵便 

     等確実に届く方法により提出すること。持参の場合は令和７年９月２２日（月）午後５時

までに持参し、県担当者へ直接手渡すこと。 

   ④ 提出物 

      下記ア～エについて原本１部、副本６部を提出すること。また、副本については、匿名 

     審査を行うため、提案者を判断できるような用紙の使用や記載は行わないこと。 
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       ア 企画提案書（様式任意 サイズはＡ４又はＡ３、左綴じ） 

        ａ 仕様書４の各委託内容ごとに、業務実施方針、業務フロー図、タイムスケジュ 

         ールを明記すること。なお、業務実施方針に以下の内容を反映すること。 

        ｂ 仕様書４（１）「母子歯科保健従事者研修事業」については、市町村母子保健 

         担当者の募集方法、研修の使用メディア・講師選定・スケジュール、研修会運営 

         の際の留意事項等、具体的な内容を提案すること。 

        ｃ 仕様書４（２）「学校歯科保健関係者検討会」については、県の少年期におけ 

         る歯科口腔保健の状況から学校歯科保健の課題、検討会に出席する歯科保健医療 

         関係者及び教育関係者の選定及び確保、協議の論点等、具体的な内容を提案する 

         こと。 

        ｄ 仕様書４（３）「高齢者障害者入所施設職員歯科口腔保健研修事業」について 

         は、日常生活自立度の低い入所者の口腔の特性、特性を踏まえて施設職員が入所 

         者の口腔の管理のため習得するべき知識や技術、施設における歯科健診に関する 

         情報収集方法等、具体的な内容を提案すること。 

        ｅ 仕様書４（４）「災害時歯科保健研修事業」については、災害時の歯科保健活 

         動に関する研修内容・プログラム、受講対象者の選定と受講勧奨の広報、研修講 

         師の選定と確保等、具体的な内容を提案すること。 

       イ 事業者概要書（様式３） 

          会社概要などがあれば添付すること。 

       ウ 委託業務実施体制（様式４） 

       エ 見積書（様式任意） 

        ａ 宛先は「奈良県福祉保険部医療政策局長」とすること。 

        ｂ 委託内容ごとに、必要経費を積み上げた内容とする。提案項目ごとに単価×数 

         量で算出し、金額の根拠を明確にすること。 

      参加申込書（様式１）を提出したものの、提出期限までに企画提案書等の提出がなかっ 

     た事業者については、辞退したものとみなす。 

      提案は、委託料上限額（詳細は２（５）記載のとおり）の範囲内で行うこと。 

 （５）質問の受付 

   ① 受付期間  令和７年８月２８日（木）から 

           令和７年９月５日（金）正午まで 

   ② 受付方法  ファクシミリに限る。質問票（様式５）に質問事項を記載の上送信。 

            ※ 送信後、必ず電話にて送信した旨を連絡すること。 

            ※ 電話・来訪など口頭による質問は受け付けない。 

   ③ 質 問 先  （１）に示す担当部局に同じ 

   ④ 回答方法  参加表明事業者全員にファクシミリにより令和７年９月１２日（金）まで 

           に回答する。併せてインターネットの「奈良県健康推進課ホームページ」に 

           公開する。 

            ※ 個別には回答しない。また、質問者名は掲載しない。 

 

５ 受託事業者の選定 

 （１）企画提案書等の審査 

    本実施要領及び仕様書等に基づき提出された企画提案書等について、「令和７年度８０２０ 

   運動普及啓発事業業務委託審査委員会（以下「選定委員会」という。）」が評価点方式により 

   評価を行う。 

    ① 審査の対象となるのは、参加申込書及び企画提案書等を期限までに提出した者で、実施 
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     要領「３ 受託事業者に求める基本条件」の（１）～（１０）を全て満たしている事業者 

     であること。 

    ② 選定委員会が企画提案書等を審査し、評価点方式による順位をもとに最優秀提案者を決 

     定するが、審査委員の合計点の平均点が満点の６０％に満たない場合は受託者としない。 

     また、評価項目のうち、全審査委員の得点の平均について満点の５割未満の項目が一以上 

     ある場合は、受託者としない。 

    ③ 提案者が１者の場合、評価基準による審査委員の合計点の平均点が満点の６０％以上で、 

     かつ選定委員会の合議により認められたものについては、当該提案者を最優秀提案者とし 

     て特定する。ただし、評価項目のうち、全審査委員の得点の平均について満点の５割未満 

     の項目が一以上ある場合は、受託者としない。 

    ④ プレゼンテーション審査会は令和７年９月２５日（木）に開催の予定。詳細については、 

     別途通知する。 

    ⑤ 企画提案書を提出した後、参加を辞退する場合には、辞退届（様式６）を４（１）の担 

     当部局に提出すること。（持参又は郵送） 

    ⑥ 天災又はやむを得ない事情を除き、プレゼンテーション審査会当日の指定日時の５分経 

     過後までに会場に到着できなかった場合には失格とする。 

 （２）評価項目 

    別記「評価対象事項」に基づき評価を行う。 

 （３）審査結果の通知 

    審査の結果については、最優秀提案者の選定後、全事業者宛て書面により通知する。 

 （４）特定結果の公表 

    契約期間中、次に掲げる事項について、奈良県ホームページへの登載により公表する。 

    ① 業務名、受託者の所在地・名称・代表者氏名及び審査年月日 

    ② 受託者・提案者ごと、各評価項目ごとの評価点及び合計点（ただし、受託者以外の業者名 

     は公表しない。） 

 （５）事業者との契約 

   ① 選定された者は、通知があり次第、７日以内に県担当者と打合せを行い、速やかに業務委 

    託契約を締結して業務に着手すること。 

   ② 契約に当たっては、契約金額の 100 分の 10 に相当する額以上の契約保証金を納付するもの 

    とする。ただし、契約の相手方が奈良県契約規則第 19 条第 1 項各号（保険会社との間に県を 

    被保険者とする履行保証保険契約を締結した者、又は過去２年間に国又は地方公共団体と種 

    類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上締結し、これらを全て誠実に履行した者等）に 

    該当する場合は、免除する。 

   ③ 当企画提案書でなされた有効な提案については、必ず実施すること。 

   ④ 企画提案書、参加申込書その他に虚偽の記載をした場合は、当該業務の企画提案書等を無 

    効とし、契約締結後には、契約を解除することがある。 

   ⑤ 契約に係る損害賠償及び契約の解除については、奈良県契約規則（昭和 39 年５月奈良県規 

    則第 14 号）に定めるところによる。 

   ⑥ 選定された者が次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を締結しない。また、 

    契約締結後、契約の相手方が次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除する 

    ことがある。また、契約を解除した場合は、損害賠償義務が生じる。 

    ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、 

     その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者）が暴力団員（暴力団員によ 

     る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という。）第 

          ２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。 
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    イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経 

     営に実質的に関与していると認められるとき。 

    ウ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加える 

          目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 

    エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接 

     的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

    オ 上記ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難され 

     るべき関係を有していると認められるとき。 

    カ 県が発注する物品購入等の契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以 

     下「下請契約等」という。）に当たって、その相手方がアからオのいずれかに該当するこ 

     とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

    キ 下請契約等に当たって、アからオまでのいずれかに該当する者をその相手方としていた 

          場合（カに該当する場合を除く。）において、県が当該下請契約等の解除を求めたにもか 

          かわらず、それに従わなかったとき。 

    ク 県が発注する物品購入等の契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入 

     を受けたにもかかわらず、遅滞なくその旨を県に報告せず、又は警察に届け出なかったと 

     き。 

 （６）その他 

    採択された企画提案は、県との協議等により、修正・変更を行う場合がある。 

 

６ その他 

 （１）提出書類の作成費用は、参加者の負担とする。提出された書類は返却しない。また、提出し 

    た企画提案書を県に無断で他に使用することはできない。ただし、選定されなかった者の企 

    画提案書は、結果通知と同時に返却する。 

 （２）選定結果として、提案書等を提出した者の名称、審査結果概要等の情報公開を行う場合があ 

    る。また、県民等からの情報公開の請求に応じて、奈良県情報公開条例（平成 13 年３月  

    奈良県条例第 38 号）に基づき提案書等の開示を行う場合がある。 

 （３）企画提案書提出期限以後の企画提案書の差替え及び追加、削除は一切認めない。 

 （４）参加申込書の提出後、契約締結までの手続期間中に次のいずれかに該当することが判明した 

    場合は、以後の本件に関する手続の参加資格を失うものとする。また、該当する者が受託業 

    者として特定されている場合は、次の順位の者と手続を行う場合がある。ただし、その場合 

    も「５（２）評価項目」に基づく得点が６０％以上あることとする。また、評価項目のうち、 

    全審査委員の得点の平均について満点の５割未満の項目が一以上ある場合は、受託者としな 

    い。 

     ① 「３ 受託事業者に求める基本条件」に定めた資格が備わっていないとき。 

     ② 複数の提案書を提出したとき。 

     ③ 提出のあった提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、県が 

      定める期日までにその補正に応じないとき。 

     ④ 提出書類に虚偽又は不正があったとき。 

     ⑤ 提案書等の受付期限までに所定の書類が揃わなかったとき。 

     ⑥ 一以上の審査項目に記載がないとき。 

     ⑦ 上限額を超える金額の見積書が提出されたとき。 

     ⑧ その他不正な行為があったとき。 

 （５）募集及び契約については、県の都合により中止することがある。この場合、県は損害賠償を 

    負担しない。 
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 （６）本業務の全部又は主要な部分を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただし、 

    あらかじめ本業務の一部を完全に履行するために関与する全ての委託先（順次再委託する場 

    合は最終の委託先まで）を特定し、再委託の内容、そこに含まれる情報、その他再委託に対 

    する管理方法等を記載した書面を奈良県に提出し、その承諾を得た場合は、この限りでない。 

    受託事業者が、業務の一部を再委託する場合は、再委託先の行為について全ての責任を負う 

    こととする。 

 （７）委託業務の詳細事項及び業務の進め方等については、県の指示に従うこと。 

 （８）委託期間中において、委託業務の進捗に係る報告を求めたときは、速やかに報告すること。 

 （９）その他の定めのない事項については、地方自治法、同法施行令、個人情報の保護に関する法 

    律及びその他関係法令並びに奈良県会計規則、奈良県契約規則及びその他奈良県が制定する 

    関係条例、規則等に従うものとする。 


